
今治市の概要

及 び

税務機構等



〔　今　治　市　の　概　要　〕

１．市の概況

市政の施行 平成17年1月16日

人口 148,612人 （令和7年10月末現在、外国人4,635人含む）

　男　　70,051人

　女　　75,899人

世帯数 76,595（令和7年10月末現在）

面積 419.21ｋ㎡ （令和5年10月現在）

距離 東西　35㎞　　南北　44㎞

経緯度 東経　132度48分（菊間町田之尻）～133度11分（宮窪町四阪島）

北緯　34度18分（上浦町盛）～33度54分（玉川町龍岡上）

市庁舎の所在地　 今治市別宮町一丁目４番地１ (今治駅北東約500ｍ）

図を挿入

-1-



２．市域の変遷

概　要

今治市

平成17年1月16日 今治市、朝倉村、玉川町、波方町、大西町、

菊間町、吉海町、宮窪町、伯方町、上浦町、

大三島町、関前村の１市９町２村の合併

（今治市）
明治22年12月 今治村と今治８か町を合併して町制をしく。

大正9年2月11日 日吉村と合併して市制をしく。

昭和8年2月11日 近見村を合併

昭和15年1月1日 立花村を合併

昭和30年2月1日 桜井町、富田村、清水村、日高村、乃万村、

波止浜町を合併

昭和30年8月1日 馬島を編入

（朝倉村）

明治22年 朝倉上村と朝倉上乃村が合併して上朝倉

村となり、朝倉下村、朝倉南村、朝倉北村、

古谷村、山口村が合併して下朝倉村となる。

昭和31年3月31日 上朝倉村と下朝倉村が合併して朝倉村と

なる。

（玉川町）

明治22年 鴨部村、鈍川村、龍岡村、九和村が成立す

る。

昭和29年3月31日 鴨部村、鈍川村、龍岡村、九和村が合併し

て玉川村となる。

昭和37年4月1日 町制施行により玉川町になる。

（波方町） 概　要

明治22年 波方村、樋口村、小部村、宮崎村、馬刀潟 （吉海町）

村、森上村が合併して波方村となる。 昭和29年3月31日 津倉村、亀山村、渦浦村、大山村（大字

昭和35年3月1日 町制施行により波方町になる。 早川、余所国を除く）が合併して吉海

（大西町） 町となる。

明治23年 宮脇、大井浜、新町、紺原、九王が合併 昭和30年8月1日 大字椋名のうち馬島を今治市へ編入

して大井村となり、別府、星浦、脇、山之内 （宮窪町）

が合併して小西村となる。 昭和27年8月1日 町制施行により宮窪町となる。

昭和30年3月31日 大井村と小西村が合併して大西町になる。 昭和29年3月31日 大山村大字早川、余所国を編入

（菊間町） （伯方町）

明治23年4月 西山村、長坂村、浜村が合併して菊間村 昭和30年1月1日 西伯方村と伯方町が合併して伯方町と

となる。 なる。

明治41年1月1日 町制施行により菊間町となる。 （上浦町）
大正14年4月1日 歌仙村と合併 明治22年12月 瀬戸村と甘崎村が合併して瀬戸崎村と

昭和30年3月31日 亀岡村と合併 なる。

井口村と盛村が合併して盛口村となる。

昭和30年3月30日 瀬戸崎村と盛口村が合併して上浦村と

なる。

昭和39年4月1日 町制施行により上浦町となる。

（大三島町）
昭和30年3月31日 鏡村と宮浦村が合併して大三島町と

なる。

昭和31年9月23日 岡山村と合併

（関前村）

明治23年3月 岡村と大下村が合併して関前村となる。
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３．人口と世帯の推移

１世帯

世帯数 男 女 総数 あたり人口

平成30年 76,209 76,470 84,624 161,094 2.11

平成31年 76,245 75,696 83,594 159,290 2.09

令和２年 76,646 75,114 82,530 157,644 2.06

令和３年 76,487 73,993 81,429 155,422 2.03

令和４年 75,611 72,481 80,051 152,532 2.02

令和５年 76,023 71,862 78,825 150,687 1.98

令和６年 76,494 71,124 77,801 148,925 1.95

令和７年 76,436 70,270 76,451 146,721 1.92

（各年３月３１日現在）
住民基本台帳人口・・・・市内に住所を定めているものとして、市の住民基本台帳に記録されている人の数

人口

145
147
149
151
153
155
157
159
161
163
165

（人口）

69

71

73

75

77

79

81

83

85

平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
千人・世帯

（女）

（男）

（世帯数）
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４．令和７年度一般会計当初予算額 （単位　千円・％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

1 市 税 22,063,700 27.1 1 議 会 費 403,827 0.5

2 地 方 譲 与 税 566,000 0.7 2 総 務 費 8,186,138 10.1

3 利 子 割 交 付 金 24,000 0.0 3 民 生 費 32,447,056 39.9

4 配 当 割 交 付 金 119,000 0.2 4 衛 生 費 5,451,284 6.7

5 株式等譲渡所得割交付金 120,000 0.2 5 労 働 費 276,315 0.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 428,000 0.5 6 農 林 水 産 業 費 2,392,390 2.9

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,240,000 5.2 7 商 工 費 3,625,644 4.5

8 ゴルフ場利用税交付金 22,000 0.0 8 土 木 費 8,532,389 10.5

9 環 境 性 能 割 交 付 金 60,000 0.1 9 消 防 費 3,614,748 4.5

10 地 方 特 例 交 付 金 120,000 0.2 10 教 育 費 9,487,025 11.7

11 地 方 交 付 税 18,770,000 23.1 11 災 害 復 旧 費 5,500 0.0

12 交通安全対策特別交付金 14,400 0.0 12 公 債 費 6,846,684 8.4

13 分 担 金 及 び 負 担 金 273,311 0.3 13 諸 支 出 金 1,000 0.0

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,357,077 1.7 14 予 備 費 30,000 0.0

15 国 庫 支 出 金 11,607,426 14.3

16 県 支 出 金 6,340,935 7.8

17 財 産 収 入 223,665 0.3

18 寄 附 金 3,065,571 3.8

19 繰 入 金 2,763,680 3.4

20 繰 越 金 2,388,908 2.9

21 諸 収 入 1,765,927 2.2

22 市 債 4,966,400 6.1

81,300,000 100.0 81,300,000 100.0

５．令和６年度一般会計決算額 （単位　千円・％）

決算額 構成比 決算額 構成比

1 市 税 22,012,900 25.9 1 議 会 費 382,434 0.5

2 地 方 譲 与 税 568,575 0.7 2 総 務 費 8,376,371 10.4

3 利 子 割 交 付 金 15,760 0.0 3 民 生 費 31,812,443 39.4

4 配 当 割 交 付 金 149,884 0.2 4 衛 生 費 5,373,319 6.7

5 株式等譲渡所得割交付金 222,194 0.3 5 労 働 費 267,497 0.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 435,810 0.5 6 農 林 水 産 業 費 2,152,150 2.7

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,132,750 4.9 7 商 工 費 5,513,812 6.8

8 ゴルフ場利用税交付金 22,066 0.0 8 土 木 費 7,938,187 9.8

9 環 境 性 能 割 交 付 金 65,688 0.1 9 消 防 費 2,961,899 3.7

10 地 方 特 例 交 付 金 746,701 0.9 10 教 育 費 7,617,388 9.4

11 地 方 交 付 税 19,906,709 23.4 11 災 害 復 旧 費 317,691 0.4

12 交通安全対策特別交付金 12,586 0.0 12 公 債 費 8,045,582 10.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 249,214 0.3

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,353,803 1.6

15 国 庫 支 出 金 12,507,486 14.7

16 県 支 出 金 5,670,587 6.7

17 財 産 収 入 265,460 0.3

18 寄 附 金 5,434,015 6.4

19 繰 入 金 664,276 0.8

20 繰 越 金 4,350,087 5.1 　

21 諸 収 入 1,815,850 2.1

22 市 債 4,388,200 5.2

合　　計 84,990,602 100.0 80,758,773 100.0合　　計

款　　別 目　　的　　別

款　　別 目　　的　　別

歳入 歳出

合　　計 合　　計

歳入 歳出
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６．  今治市行政組織図（総務部）

償 却 資 産 係

財 務 活 用 室

納 税 課 収 納 担 当 管 理 担 当

債 権 管 理 室 債 権 管 理 係

市 民 税 課 市 民 税 担 当 国保介護賦課係 諸 税 係

資 産 税 課 土 地 担 当 家 屋 担 当

財 政 課 財 政 担 当

公有財産活用室

総 務 部 総 務 政 策 局 技 術 管 理 室

工 事 検 査 室

行政ﾏﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ係 財 産 活 用 係

給 与 厚 生 担 当

管 理 係

働きやすい職場
づ く り 推 進 係

契 約 課 工 事 契 約 係 物 品 契 約 係 委 託 契 約 係

人 事 課 人財ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当

法政・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝ
ｽ推進係

総 務 調 整 課 総 務 調 整 係
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７．税務機構及び事務分掌

税制に関する法令及び調整に関すること。

個人市県民税の賦課及び法人等市民税の申告納付等に関すること。

国民健康保険税及び介護保険料の賦課に関すること。

軽自動車税の賦課に関すること。

市たばこ税及び入湯税の申告納付に関すること。

地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、特別とん譲与税及び森林環
境譲与税に関すること。

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業
税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金及び環境性能
割交付金に関すること。

固定資産税の賦課に関すること。

特別土地保有税の賦課に関すること。

国有資産等所在市町村交付金に関すること。

不動産取得税の賦課資料に関すること。

旧土地台帳の副本に関すること。

相続税法第５８条の通知に関すること。

地籍図に関すること。

市税及び介護保険料の徴収に関すること。

財産調査・滞納処分に関すること。

滞納整理機構に関すること。

電話催告・嘱託徴収に関すること。

督促状・催告書の作成・送付に関すること。

市税等の口座振替・加入促進に関すること。

市税の収入消込・照合・収入調定・決算に関すること。

債権管理の総括に関すること。

令和7年10月1日現在

2 4 2 9 18

2 4 1 7 15

2 4 2 7 16
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課

収
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担
当
・
管
理
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当
・
債
権
管
理
係

1

資
産
税
課

土
地
担
当
・
家
屋
担
当
・
償
却
資
産
係

1

主な事務

1
※

税
務
長

課
　
　
名

係
　
　
名

次
　
　
長

課
　
　
長

課
長
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1

）
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８．税務職員の平均年齢等調

〈年齢別職員数〉

年齢 20歳以上 30歳以上 40歳以上

課名 30歳未満 40歳未満 50歳未満

市民税課 0 5 3 2 6 40.0

資産税課 0 5 3 4 3 37.7

納　税　課 0 5 2 5 6 43.4

計 0 15 8 11 15 40.4

〈税務事務経験年数別職員数〉

年数 1年以上 3年以上 5年以上

課名 3年未満 5年未満 8年未満

市民税課 3 4 5 3 1 3.8

資産税課 4 3 2 3 3 4.1

納　税　課 3 5 1 3 6 6.5

計 10 12 8 9 10 4.8

９．税務職員に対する特殊勤務手当

滞納整理業務手当

１日 200円
税等外勤して滞納金の徴収及び納入の督
励に従事する職員

１件 500円
税等の搬出等業務（交付要求等書類手続業
務を除く。）に従事する職員

令和7年10月1日現在

令和7年10月1日現在

特　　　殊　　　勤　　　務　　　手　　　当

20歳未満 50歳以上 平均年齢

1年未満 8年以上 平均年数
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